
工事請負変更契約書
１　工事番号          第　　　号
２　工 事 名
３　工事場所
　平戸市長　              （以下「発注者」という。）と 　　　　　　　　　　　　　（以下「受注者」という。）とは、令和　　年　　月　　日付けで締結した頭書工事に係る請負契約書（以下「原契約書」という。）の一部を変更する契約を次のように締結する。
（工期の変更）
第１条　原契約書３中「令和　　年　　月　　日まで」を「令和　　年　　月　　日まで」に改める。
（請負代金額の増（減）額）
第２条　請負代金額を　　　　　　　円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　円）　増（減）額し、原契約書４中「　　　　　　　　円」を「　　　　　　　　円」に、（　）中　「　　　　　　　　円」を「　　　　　　　　円」に改める。
（契約保証金の追納（還付）額）
第３条　契約保証金を　　　　　　　円増（減）額し、原契約書５中「　　　　　　　　円」を　「　　　　　　　　円」に改める。
（解体工事に要する費用等の変更）
第４条　原契約書に添付の「別紙」を本変更契約書に添付の「別紙」に改める。
（工事内容の変更）
第５条　原契約書に添付の「設計図書」（の一部）を本変更契約書に添付の「設計図書」に改める。
（中間前金払の変更）
第６条　原契約書の第59条を第60条とし、第58条の次に次の１条を加える。
（中間前金払）
第59条　受注者は、次に掲げる要件（以下この項において「要件」という。）をすべて満たす場合においては、第35条の規定により既に支払われた前払金に追加して、請負代金額の10分の２以内の中間前払金の支払を発注者に請求することができる。ただし、この場合において、受注者は、発注者に対してあらかじめ要件の認定を請求しなければならない。
(１)　工期の２分の１を経過していること。
(２)　工程表により、工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている工事に係る作業が行われていること。
(３)　既に行われた工事に係る作業に要する経費が、請負代金額の２分の１以上の額に相当するものであること。
２　発注者は、前項ただし書の請求を受けたときは、当該請求を受けた日から７日以内に当該請求に係る認定を行い、その結果を受注者に通知しなければならない。
３　受注者は、前項の規定により通知を受けたときは、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする中間前払金に関する保証契約（以下「中間保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、中間前払金の支払を発注者に請求することができる。
４　発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から20日以内に中間前払金を支払わなければならない。
（部分払の変更）
第７条　原契約書の第59条を第60条とし、第58条の次に次の１条を加える。
（部分払）
第59条　受注者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材料及び製造工場等にある工場製品（第13条第２項の規定により監督員の検査を要するものにあっては当該検査に合格したもの、監督員の検査を要しないものにあっては設計図書で部分払の対象とすることを指定したものに限る。）に相応する請負代金相当額の10分の９以内の額について、次項から第７項までに定めるところにより部分払を請求することができる。ただし、この請求は、工期中　　回を超えることができない。
２　受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは製造工場等にある工場製品の確認を発注者に請求しなければならない。
３　発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から14日以内に、受注者の立会の上、設計図書に定めるところにより、前項の確認をするための検査を行い、当該確認の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。
４　前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。
５　受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができる。この場合においては、発注者は、当該請求を受けた日から30日以内に部分払金を支払わなければならない。
６　部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において第１項の請負代金相当額は、発注者と受注者が協議して定める。ただし、発注者が第３項前段の通知をした日から10日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。
部分払金の額≦第１項の請負代金相当額×（９／10－前払金額／請負代金額）
７　第５項の規定により部分払金の支払があった後、再度部分払の請求をする場合においては、第１項及び前項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部分払の対象となった請負代金相当額を控除した額」とするものとする。
（部分払回数の変更）
第８条　原契約書第39条中「　　回」を「　　回」に改める。
  本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。
令和　　年　　月　　日
                            　  発注者　
                             　                                    　 　　 印
                           　   受注者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　  印

